予算要求資料
令和２年度６月補正予算　支出科目　款：土木費　項：住宅費　目：住宅建設費
	事業名　新こそだて世帯住宅コロナ対策支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　都市建築部住宅課 住宅企画係　電話番号：058-272-1111（内3629）

　　　　　　　E-mail： c11659@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　106,260千円（現計予算額：0千円）

＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正要求額
	106,260
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	106,260

	決定額
	106,260
	106,260
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
現在猛威を振るっている新型コロナウイルス感染拡大に伴い、今後の「Withコロナ時代」を生き抜くためには、リモートワークや手洗いの励行、ソーシャルディスタンスの確保など「新しい生活様式」に対応する住宅環境の整備が求められている。
また、新型コロナウイルスの影響を受けるなか住宅を建設又は建設予定のこそだて世帯について、収入減などの経済影響により、住宅ローン返済期間長期化に伴う利子増など負担が増加しており、新型コロナウイルス関連の経済対策の一環として支援する必要がある。
（２）事業内容

〇補助制度の創設
　　　以下の者に対し、新型コロナウイルス関連の経済対策の一環として、補助金を交付する。
　　　【対象者】
・令和元年１０月１日から令和２年１２月３１日の間に住宅ローン契約の締結、若しくは住宅性能評価書またはフラット３５適合証明書の交付を受けた者（どちらか遅い日）
・他の施策において、住宅ローンの返済に関連する支援を受けていない者（借入金融機関による利子補填など）
・子ども（１８歳未満）が一人以上いる世帯

・新型コロナウイルスの影響等により、下記（ア）、（イ）または（ウ）のいずれかの要件を満たす者

（ア）新型コロナウイルス感染拡大の影響により収入が減った者
（イ）新型コロナウイルスをはじめとする感染症に対応する住宅環境の整備を行った者
（ウ）新型コロナウイルス感染拡大の影響により入居が遅れた者
　  　【補助額】
・２３１千円／戸（最大）
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　県（１０／１０）
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	106,260
	補助額　106,260千円

	合計
	106,260
	


	　決定額の考え方　
  財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　参考事項
（１）後年度の財政負担

　　　なし
（２）事業主体及びその妥当性
　　　県では、住宅を取得または改修した者に対して住宅ローンの一部を５年間に渡り補填する利子補給制度を実施しているが、今回のコロナ禍により、住宅を新築したものの収入減や支出増などの経済影響により住宅ローンの返済に支障を生じている子そだて世帯には、経済支援として一括で補助を実施することが適当である。また、今後のコロナ時代を生き抜くための住宅に対するウイルス対策は、現在当課で実施している住宅取得支援に加え、県の支援として必要である。このため、県で実施することが妥当。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う収入減などの影響を受けたまたは新型コロナウイルスをはじめとする感染症対策を実施する者またはコロナの影響により入居が遅れた者に対して経済支援を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	こそだて世帯住宅取得支援補助金対象件数
	0
（R2  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	414
（R2  ）
	％
90

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　コロナ禍という未曽有の社会情勢下において、県の住宅取得支援の対象となっている世帯に収入減などの経済影響がある中、住宅ローンの返済が開始する者に対して支援を行う。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
一過性の支援であるため、今後の住宅取得支援において継続的な感染症対策となる住宅施工や支援を研究する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　令和３年度に県住生活基本計画の改定し県の住宅施策を見直すため、既存
の支援制度の見直しを含め、県の方針に県合致し、実効性のある住宅取得支
援の方策を検討していく必要がある。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


